
調査の背景

電子マネーの利用が急増するのにともない、給与デジタル払いに注目が集まっています。給与デジタル払い
についてどう思うか、18歳以上の男女4,580人から回答をいただきました（2021年5月19日現在）。

※「給与デジタル払い」とは：銀行口座を介さずに、給与を「PayPay」「d払い」などのスマホ決済を通し
てデジタルマネーで受け取れるようにする仕組み。これにより、銀行口座を開設しにくい立場の外国人や、
日雇い労働者、フリーランス等、多様な労働者がそれぞれのニーズに合わせて、現金、銀行振込、そしてデ
ジタルマネー払いのなかから、給与受取方法を選択できるようになる。また、銀行口座を介さずに入金と支
払いがスマホひとつで可能となることから、労働者の利便性向上につながり、キャッシュレス化推進に役立
つと考えられている。しかし同時に、給与の不正引き出しや倒産時の補償等を不安視する声もあり、政府で
は、労働者保護を前提とした体制作りについて議論が交わされている。

調査結果サマリ

• 日常生活でキャッシュレス決済を利用する割合について聞いたところ、最も多かったのは「7～9割程度利
用している」人々であり、全体の40.2%を占めた。続いて、「4～6割程度利用している」が22.7%、
「1～3割程度利用している」が21.6%であり、キャッシュレス決済が広く普及している現状が伺えた。

• 給与のデジタル払いに関しては、制度化に「賛成」が28.7%、「反対」が31.1%と、拮抗に近いものの、
若干反対が上回る結果となった。しかし、「どちらとも言えない」という回答が全体の4割を占めたこと
から、制度に関する認知度や理解度が不足している状況も伺えた。

• 賛成の1,315人にその理由を聞いたところ、「給与振り込みから支払いまでキャッシュレスで手間なく済
ませられるから」という回答が6割以上を占め、「銀行・ATM手数料の軽減」の23%や「銀行口座がなく
ても給与が受け取れる」の11.3%を大きく引き離した。反対の1,432人にその理由を聞いたところ、「現
金化に手間がかかりそう」という回答が46.7%と半分近くを占め、他、不正引き出し等セキュリティへの
不安が30.9%、資金移動業者の経営破綻時の補償への不安が11.9%という結果であった。賛否どちらに
おいても、日常生活における利便性が鍵を握っていることが感じられた。

• 給与デジタル払いが制度化された場合、「利用したい」と回答した人は26.9%、「利用したくない」と回
答した人は40.7%であった。また、資金移動アカウントに給与を入れる割合について聞いたところ、「入
れたくない」と回答した1,530人（全体の33.4%）を除くと、「1～3割程度」が52.9%、「4～6割程
度」が27.3%と、7割以上(76.8%)を占めた。総合的に見て、給与デジタルマネーが制度化されても、全
体の3～4割の人は利用しないこと、利用する人も多くは銀行口座振込と併用し、給与の一部を入れる形を
取ることが予想される結果となった。

調査結果の詳細

以下の通りである。

<<第21回 KSI Web調査>>
「給与のデジタル払いについて、どう思う？」

～「給与デジタル払い」利用するなら、7割以上の人が給与の「1～3割」もしくは
「4～6割」をデジタルマネー化したいと回答、一方で全体の3割は制度を利用しないと回答～

回答者数：4,580人
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給与デジタル払いに反対の理由は？
回答者数：1,432人
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給与デジタル払いに賛成の理由は？
回答者数：1,315人
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調査方法 インターネット上でのアンケート
※「Yahoo!クラウドソーシング」（https://crowdsourcing.yahoo.co.jp/）を活用

調査期間 2021年5月19日

調査数 4,580人

注）本調査は、Yahoo!クラウドソーシングサービスを活用し、属性等を指定することなく広く一般的に回答を集めたものです。

https://crowdsourcing.yahoo.co.jp/

